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(23)リプロダクティブ・ヘルス／ライ
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さぬき市男女共同参画プラン後期計画施策体系表 

 
  

１）男女共同参画の視点

での社会制度・慣行

の見直し 

２）男女平等の視点に立

った教育・学習の充

実 

３）男女の人権が尊重さ

れる社会の実現 

４）政策方針決定過程の

場への女性の参画

拡大 

５）多様な働き方を実現

するためのしくみ

づくり 

６）家庭や地域社会にお

ける男女共同参画

の推進 

９）生涯にわたる健康づ

くり 

７）高齢者や障がい者が

安心して暮らせる

社会の実現 

８）あらゆる暴力の根絶

1１）プランの推進・評

価体制の整備 

自
分
ら
し
く
、
と
も
に
い
き
い
き
と
生
き
る
こ
と
が
で
き
る
ま
ち 

基 本 

理 念 
基本目標 基本施策 

１ 

意識の改革 

 

２ 

参画の拡大と推進 

 

３ 

自立の支援 

 

４ 

推進体制の整備 

 

施策の柱 

10）啓発や相談・救済

体制の充実 
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「さぬき市男女共同参画プラン後期計画」推進施策の実施状況 

  

基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 
平成２２年度実績を振り返って

の感想及び平成２３年度の目標

事業費  

２２年度 

決算額 

（千円） 

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

１ 

男
女
共
同
参
画
の
視
点
で
の
社
会
制
度
・
慣
行
の
見
直
し 

(１)広報、

啓発活動の

推進 

①男女共同

参画社会形

成のための

情報提供 

(1)市広報紙に情

報を提供 

政策課 7 月号： 

男女共同参画週間＆パネル展  

8 月号： 

男女共同参画講演会 

11 月号： 

女性に対する暴力をなくす運 

 動 

2 月号： 

男女共同参画セミナー 

 

イベント開催にあたり、広報紙

閲覧者からの問い合わせもあ

り、掲載効果があったと思われ

る。平成 23 年度も適宜、情報掲

載していく。 

― ― 

(2)市ホームペー

ジに情報を提供 

政策課 本市主催の男女共同参画イベン

ト等の広報依頼 

イベント開催にあたり、ホーム

ページ閲覧者からの問い合わせ

もあり、掲載効果があったと思

われる。平成 23 年度は、過去の

事業の実施内容等も掲載した

い。 

― ― 

(3)ＣＡＴＶに情

報を提供 

政策課 本市主催の男女共同参画イベン

ト等の文字放送での広報依頼。  

ニュース素材として、パネル展及

びセミナーの開催情報を提供（パ

ネル展及びセミナーは、SCN ニュ

ースで放送） 

イベント開催にあたり、文字放

送閲覧者からの問い合わせもあ

り、掲載効果があったと思われ

る。また、SCN ニュースで放送

されることによりイベント後の

話題づくりに効果があった。平

成 23 年度も、文字放送及び取材

依頼を続けていく。 

― ― 

(２)情報や

資料の収

集、提供 

①情報や資

料の収集 

(1)国、県、他の団

体の動向の把握 

政策課 HP の閲覧、新聞記事、配布物等で

把握 

他団体の先進的な取組や、チラ

シのレイアウトは参考になっ

た。今後も本市の推進に活かせ

るように情報を入手していく。

― ― 

(2)啓発パンフレ

ット・リーフレッ

ト等の配布 

政策課 本庁・支所・出張所・パネル展等

で配布             

（あなたの大切な人を大切にし

ていますか・DV 相談ナビ・共同参

画 など） 

相談窓口などの情報提供は重要

だと考える。今後も積極的に行

っていきたい。 

― ― 

(3)男女共同参画

に関わる図書・資

料の充実 

政策課 書籍購入なし。ただし、市民企画

事業で市民企画啓発冊子を作成

（A5 版 65 ページ 300 冊） 

さぬき市立図書館の蔵書を活用

したため、書籍の購入はしなか

った。市民企画啓発冊子は、推

進教材として活用していく。 

― 10 

②情報や資

料の提供 

(1)男女共同参画

パネル展の開催 

政策課 6 月 23 日～6月 29 日： 

本庁 1階市民ホールにて開催  

10 月 30 日～10 月 31 日： 

さぬき市文化祭寒川祭会場に

て開催 

6 月のパネル展には、およそ 210

人の来場があった。文化祭での

開催は初めてであったが好評で

あった。平成 23 年度も開催して

いきたい。 

12 41 

(３)市にお

ける実態の

調査・研究 

①市の実態

調査 

(1)アンケート調

査の実施 

政策課 実績なし 男女共同参画プランの次期作成

時に実施する。 

― ― 

    (2)意識調査など

による実態把握 

政策課 パネル展・講演会・セミナーで参

加者アンケートをとり、男女共同

参画に係る意識とニーズを把握 

子どもや男性に理解を深めても

らう必要がある、との声が多か

った。平成 23 年度は、このこと

を踏まえた事業も実施したい。

― ― 
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基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 
平成２２年度実績を振り返って

の感想及び平成２３年度の目標

事業費  

２２年度

決算額 

（千円）

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

２ 

男
女
平
等
の
視
点
に
立
っ
た
教
育
・
学
習
の
充
実 

(４)生涯

学習の推

進 

①生涯学習

の充実 

(1)男女共同参

画に関する各種

講座の開催 

生涯学習

課 

女性団体連絡会を通じて幅広

い知識の習得により、男女共同

参画社会づくり活動を促進

（8/26「お父ちゃんがカジメン

（家事男）に変わる!?～家族が

ハッピーになるコツ！～」講演

会開催 97 名参加・パネル作成、

展示） 

 

さぬき市青少年育成市民会議

と共催し、男性の育児参加促進

を含む家庭教育の支援のため、

講演会を実施（「気づいてます

か わが子のひかり～子ども

に「やる気」をおこさせる子育

て！～」2/5 開催、82 人参加 *

夫婦での参加推進のため託児

も実施） 

 

講演会を実施することで、多く

の参加者への学習機会を提供で

きた。また、各団体からの参加

者の学びは、家庭、地域への学

びにつながっている。今後も、

幅広い視野の講演会を開催した

い。 

助成金

50 ― 

(2)青少年の社

会体験・体験学

習機会の提供 

生涯学習

課 

実績なし 実施見込みなし 

― ― 

②家庭・地域

における教

育の充実 

(1)地域におけ

る指導者の養成

生涯学習

課 

体育指導委員を県主催の指導

者養成講座等に派遣すると共

に、研修会を開催しニュースポ

ーツ等の出前講座(15 回 850 人

参加）を開催した。 

各々のライフステージに合わせ

た研修を実施してきたが、23 年

度は親子体操等による家族で実

施できるスポーツ普及を検討し

たい。 

― ― 

(2)男女共同参

画を進める家庭

教育に関する資

料の提供 

生涯学習

課 

家庭教育に関する情報提供 

（家庭教育啓発月間の広報、

「早ね早起き朝ごはん」ポスタ

ー配布、家庭教育相談の周知

等） 

 

家庭教育学級の実施（各幼稚園

48 講座 1,863 人参加） 

7 月の家庭教育啓発月間には、市

広報紙に掲載したが、23 年度は、

7月以外の月にも掲載し啓発し

ていく予定。家庭教育学級は、

就学前の子どもをもつ保護者等

への啓発・学習の良い機会なの

で、今後も充実させたい。 

― ― 

(５)教

育・保育の

推進 

①教育者・保

育者への研

修の充実 

(1)男女平等教

育指導方法の研

修・活用 

学校教育

課 

県教委、県男女共同参画課、さ

ぬき市が行う講演会等の事業

を周知、参加を呼びかけた。 

（3回） 

男女共同参画の意識は徐々に定

着しつつあると感じるが、今後

も研修会等への参加について、

積極的に参加を促して行きた

い。 
― ― 

子育て支

援課 

市、県、全国レベルの人権保育

研修会等への保育担当職員の

参加を促進し、その資料の回覧

等により理解を深めることに

努めた。 

22 年度においては当初の予定通

り実施できたと考える。23 年度

においても 22年度と同内容での

実施に努める。 

483 564 

②男女平等

の教育・保育

の充実 

(1)男女平等意

識を育てる教

育・保育の充実

学校教育

課 

学校訪問の機会を捉えて、男女

平等教育の望ましい指導方法

について、指導主事から教員に

指導を行った。 

教育現場における子供たちの男

女平等意識は高いと感じる。引

き続き、道徳、学級活動等の中

で男女平等意識の高揚を図って

いく。 ― ― 

子育て支

援課 

前述の研修会等で学んだこと

を日常の保育に生かすことに

努めた。 

22 年度においては当初の予定通

り実施できたと考える。23 年度

においても 22年度と同内容での

実施に努める。 
― ― 

(2)人権作品の

募集 

人権推進

課 

人権習字（硬筆） 185 点   

人権ポスター   117 点   

人権標語     240 点   

人権作文      27 点 

幼・小・中学校の園児・児童・

生徒に対し、人権感覚を高める

ための活動として、継続的に取

り組む。 

135 140 

(６)地域

活動にお

ける意識

の改革 

①地域活動

における女

性リーダー

の登用の推

進 

(1)自治会など

各種団体におけ

る女性リーダー

登用の促進   

生活環境

課 

自治会長 382 人中 女性 23

人 

自治会長に女性がなる割合は、

数パーセントにとどまってい

る。 

49,962 50,100 
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基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 
平成２２年度実績を振り返って

の感想及び平成２３年度の目標

事業費  

２２年度

決算額 

（千円）

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

３ 

男
女
の
人
権
が
尊
重
さ
れ
る
社
会
の
実
現 

(７)人権意

識の確立 

①情報にお

ける人権の

尊重 

(1)市内の出版

物の発行に関す

るメディア・リ

テラシーの推進

政策課 「広報・刊行物表現チェックリ

スト」の配布 

市で作成した「広報・刊行物チ

ェックガイド」を政策課窓口で

配布した。また、固定的性別役

割分担意識に基づく発言を見直

すように、今後も呼びかけてい

く。 

 ― ― 

(2)市が発信す

る情報における

性別にとらわれ

ない表現への留

意 

政策課 「広報・刊行物表現チェックリ

スト」の配布 

「広報・刊行物チェックガイド」

等を参考に、各所属で自主的に

留意している。 

― ― 

(3)学校教育に

おけるメディ

ア・リテラシー

教育の推進 

学校教育課 各中学校に整備された教育用パ

ソコンを使用した授業の中で、

情報の適正な取り扱いについて

指導を行うよう、学校訪問等の

機会を捉えて指導した。 

市内全中学校においてパソコン

が完全整備されたこともあり、

年々情報量が増加しつつある状

況の中で好ましい情報教育の必

要性を強く感じる。引き続きメ

ディアリテラシー教育の推進に

努める。 
― ― 

②人権教育

の充実 

(1)男女の人権

を理解し尊重す

るための意識啓

発 

人権推進課 人権問題全般についてのパンフ

レットに女性課題を盛り込む。 

企業啓発チラシに男女共同参画

について掲載し、引き続き企

業・市民に対して、あらゆる機

会に周知する。 
104 ― 

(2)学校におけ

る人権を尊重す

る教育の充実 

人権推進課 学校教職員・PTA 向けの資料の提

供。各学校において人権教育の

推進と研修の充実 

引き続き事業を実施する。 

― ― 

(８)国際理

解と国際交

流の促進 

①国際交

流・理解活

動の推進 

(1)市民団体な

どによる国際理

解活動と国際交

流活動の推進 

秘書広報課 市内在住の外国人を対象とした

日本語指導 
 
韓国大田市小中高校生交流事業

（さぬき市→韓国大田市） 
 

NPO や市民団体との連携強化を

図り、その活動を支援すること

により国際交流を推進していき

たい。 

228 193 

(2)海外派遣事

業についての情

報収集、提供の

推進 

生涯学習課 実績なし 実施見込みなし 

― ― 

②国際的な

情報の収

集、提供 

(1)国際的動向

に関する情報収

集や資料の提供

政策課 パネル展において、海外におけ

る男女共同参画の推進状況に係

る情報を展示（新聞記事、教科

書、国の資料） 

海外と日本を比較する記事を見

たことで、来場者から、日本女

性の社会進出の遅れと男女共同

参画の遅れを指摘された。今後

も、様々な情報を提供していき

たい。 ― ― 

 
 

基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 
平成２２年度実績を振り返って

の感想及び平成２３年度の目標

事業費  

２２年度

決算額 

（千円）

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

４ 

政
策
方
針
決
定
過
程
の
場
へ
の
女
性
の
参
画
拡
大 

(９)政治・

行政・事業

所・民間団

体など地域

活動におけ

る女性の参

画の促進 

①政策への

女性参画の

推進 

(1)行政委員会、

付属機関等の委

員への女性の登

用促進   

政策課 具体的な呼びかけはしていない

が、毎年１回、登用状況の調査

を行っている。 

登用状況の調査等を行うこと

で、委員の改選時には、女性の

割合を気にする雰囲気づくりが

できはじめたと思う。 
― ― 

生活環境課 委員数（延べ）443 人 

内女性（延べ）105 人 

女性の割合は少ないようである

が、会議の性質上、男性が多く

登用されている。 

23 年度は、委員改選をする附属

機関等に女性を多く登用するよ

う指導する。 ― ― 

(2)市議会への

傍聴促進 

議会事務局 議会情報の発信は、市のホ－ム

ページ、ケーブルテレビの文字

放送等で行っており、傍聴者は

23 名と昨年度より減少したもの

の、市のホームページの「会議

録検索システム」での閲覧は、

4,264件と昨年度に比べて894件

と大幅な増となった。 

市ホームページに、一般質問通

告書、審議内容等を事前に公表

し、市民に広く情報公開に取り

組んだ。今後、対面式による質

問方式を採用するなど、市民に

わかりやすい環境づくりに取り

組んでいきたい。 

― 700 
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②行政機関

における女

性参画の推

進 

(1)市職員の女

性管理職の登用

秘書広報課 実績なし － 

― ― 

(2)市職員の研

修機会の充実 

秘書広報課 実績なし － 

― ― 

③事業所・

団体などに

おける女性

参画の推進 

(1)性別にとら

われない採用・

配置・管理職登

用などの促進 

商工観光課 6月は厚生労働省が定める「男女

雇用機会均等月間」であり、均

等法の周知徹底とポジティブア

クション促進を目標に月間の周

知への協力依頼があった。 

そこで、雇用均等室など相談機

関、均等法やポジティブアクシ

ョンのあらましをまとめたチラ

シ等を本庁及び支所で配布し

た。 

本月間を契機として、年に一度

実質的な男女機会均等を実現さ

せるための周知徹底を図ること

は、必要であると考える。市と

しては、採用・登用への直接的

な取組みというよりは、あくま

で広く一般的に認識を深めるた

めの協力を行っていく。 

― ― 

(2)自治会や団

体などにおける

女性リーダー登

用の促進 

政策課 具体的な呼びかけはしていない

が、毎年１回、登用状況の調査

を行っている。 

男女共同参画の啓発を進めるこ

とで、地域等で活躍する女性が

増えることを期待する。 

― ― 

生活環境課 自治会長 382 人中 女性 23

人 

自治会長に女性がなる割合は、

数パーセントにとどまってい

る。 
49,962 50,100 

④防災分野

における女

性参画の推

進 

(1)防災に関す

る政策方針決定

過程への女性の

参画促進 

総務課 具体的活動については実績なし 

[女性委員の比率] 

防災会議：0.03%（1/35） 

国民保護協議会：0.07%（2/27）

水防会議：0％（0/21） 

22 年度はいずれの会も開催して

いない。23 年度は、東日本大震

災を受けて国の防災基本計画等

について見直しが進められてい

るため、会議を開催する必要が

ある。 ― 56 

(10)人材の

育成 

①エンパワ

ーメントの

ための学習

支援 

(1)地域におけ

るリーダーの育

成とネットワー

クの推進 

政策課 男女共同参画社会の必要性を感

じ、家庭や地域で実践してもら

えるよう、講演会とセミナーを

開催。 

講演会：9/4 参加者 380 人 

セミナー：2/16 参加者 29 人 

具体的な取組内容を知ること

で、地域等で活躍する女性が増

えることを期待する。 

330 340 

生涯学習課 女性団体の組織の確立と研修会

等を通じて知識の習得に取り組

む。(11 団体：7/30 視察研修・

5/24/講演会・1/27 意見交換会開

催) 

 

中央婦人学級の組織の確立と研

修の実施（11 団体：年間 16 回）

各団体のリーダーやその他の参

加者による様々な学習機会の提

供により、知識の習得や、コミ

ュニケーションが図られ、リー

ダー育成やネットワークの推進

に繋がっている。平成 23年度も、

工夫した取り組みを継続する。 
委託料・

補助金

1213 1,213 

 
 

基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 

平成２２年度実績を振り返っ

ての感想及び平成２３年度の

目標 

事業費  

２２年度

決算額 

（千円）

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

５ 

多
様
な
働
き
方
を
実
現
す
る
た
め
の
し
く
み
づ
く
り 

(11)雇用に

おける男女

共同参画の

推進 

①労働に関

する法律・

制度などの

周知 

(1)SOHO、パート

タイム労働、派

遣労働などに関

する情報提供 

商工観光課 子育てをしながら就職を希望する

人を支援するしごとプラザ内「マ

ザーズコーナー」の周知、ハロー

ワークから週 1回提供される求人

情報の配布などを行った。 

労働に関する情報収集は、一般

的にハローワークが浸透して

いるため、市の窓口へ直接問合

せはないが、関係チラシ、冊子

等の配布は行っていく。 

― ― 

②就業支援

の充実 

(1)再就職支援

講習会の開催支

援 

商工観光課 県の機関である「香川求職者総合

支援センター」が実施する出張相

談を 1回実施。相談者は 11 名。 

日時：平成 22 年 7 月 21 日（水）

10:00～17:00 

会場：長尾支所 204・205 会議室 

内容：再就職促進と生活安定のた

め、生活支援策・能力開発・住居

確保に関する相談 

そのほか、県が実施する「再就職

支援セミナー」の周知広報に協力

を行った。（年 2回） 

事前の音声告知放送が功を奏

し、他市に比べて多くの相談者

が利用した。（他市平均 2～3

人/日） 

昨年度が初めての実施であっ

たが、ニーズもあり、非常に効

果があったと評価している。 

平成 23 年度も、支援センター

の協力を得て、9月 7日（水）

実施することが決定しており、

広報・放送などを活用して、昨

年度同様多くの利用を呼びか

けたい。 

― ― 



 5

(12)商工

業・農林水

産業などの

自営業にお

ける男女共

同参画の促

進 

①女性の経

営参画の促

進 

(1)自営業の女

性のエンパワー

メントに向けた

学習機会の提供

農林水産課 さぬき市生活研究グループ連絡協

議会主催の研修会 

・料理講習会等の開催 

（9/21 開催 31 名参加） 

・桑採取 

（6/3、6/26 開催 20 名、11 名参加）

・料理講習会 

（9/21 開催 35 名参加）     

・1 日視察研修会 

（11/25 開催 38 名参加）    

・粉末作業 

（年 13 回開催 各 3名参加）   

・健康講話 

（3/10 開催 42 名参加） 

 

さぬき市生活研究グループ連

絡協議会として様々な活動を

開催してきたが、今後も食育・

地産地消にと地域とともに貢

献していく。 

225 225 

(2)家族経営協

定の啓発・普及

農業委員会

事務局 

認定農業者に戸別相談等をして、

今年は、家族経営協定が 1戸締結

した。現在は 23 戸となった。 

認定農業者に戸別訪問・相談を

おこなって、一人でも締結出来

るように推進したい。また、啓

発用チラシや案内等を配布す

る。 ― ― 

(3)女性農業者

の地位確立のた

めの相談体制の

充実 

農業委員会

事務局 

女性農業委員には、女性委員が集

まる交流会等に参加案内をした。

今年は、農業委員改選の年で、

農業委員の女性登用の推進を

はかっている。現在 3人の女性

委員がいるが、23 年は 4人に

増やしたい。また、女性農業委

員交流会等の参加案内をして

いる。 ― ― 

②女性の起

業に対する

支援 

(1)女性の起業

に関する情報の

収集、提供 

農林水産課 さぬき市生活研究グループ連絡協

議会が力をいれている桑粉を「か

あさん茶屋」「源平の里むれ」他

の菓子店へ販売 

 

農山漁村女性が地域に伝わる郷土

料理を出店           

 

さぬきうまいもんネットワークで

地元の農産物を使った郷土食や、

こだわりの加工品などを提供   

さぬき市生活研究グループ連

絡協議会桑加工部を立ち上げ

たので、桑の販売、商品開発を

主に努力をしていきたい。 

― ― 

(2)女性の起

業・自営を支援

する講習・講座

の開催 

農林水産課 農村女性起業に対して起業活動に

関連する税金の基礎知識習得のた

めの講習会を開催（7/6 開催） 

農村女性起業やその志向者に対し

て農産物の安全・安心に関する重

要事項や新商品開発のポイントや

売上アップのための販売戦略等に

ついて学習の開催（3/18 開催） 

毎年女性起業の活動に関係あ

る講習を開催している。今後も

女性が生き生きと元気が出る

女性研修会の開催を希望して

いる。 

― ― 

(13)仕事と

家庭生活の

両立支援 

①仕事と育

児・介護が

両立する環

境整備 

(1)育児・介護休

暇制度の普及 

政策課 パネル展における関係新聞記事の

展示 

本市における育児・介護休暇制

度の趣旨や、制度利用への理解

を深めるきっかけとなるよう、

他団体の先進的な取組等を紹

介していきたい。 
― ― 

(2)国、県等の情

報提供 

政策課 パネル展における関係新聞記事の

展示や、ワーク・ライフ・バラン

スに関するパンフレットの配布 

本市における育児・介護休暇制

度の趣旨や、制度利用への理解

を深めるきっかけとなるよう、

他団体の先進的な取組等を紹

介していきたい。 
― ― 

②仕事と生

活の調和

（ワーク・

ライフ・バ

ランス）の

理解と支援 

(1)企業等へ男

女が働きやすい

職場環境づくり

の啓発 

商工観光課 男性の育児休業取得促進「イクメ

ンプロジェクト」の啓発ポスター

掲示、ワーク・ライフ・バランス

推進の啓発冊子を関係部署へ配布

これまで同様、広く一般的な広

報を行っていく。 

なお、平成 23 年度は、県がワ

ーク・ライフ・バランス推進事

業として、労働時間短縮等に取

組む企業（カエルチャレンジ企

業）の募集や具体的方法・事例

をまとめたマニュアルの作成、

巡回パネル展などに取組むた

め、市としては、要請があれば

パネル巡回展・カエルチャレン

ジ企業の募集協力などを行う。
― ― 

(2)ファミリ

ー・フレンドリ

ー企業の普及・

啓発 

商工観光課 実績なし 平成 23 年度も予定なし 

― ― 
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基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 
平成２２年度実績を振り返って

の感想及び平成２３年度の目標

事業費  

２２年度

決算額 

（千円）

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

 

６ 

家
庭
や
地
域
社
会
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進 

(14)子育て

支援の促進 

①男女がと

もに支えあ

う子育ての

促進 

(1)地域子育て

支援センター

事業の充実 

子育て支援

課 

市内 3保育所（志度、石田、た

らちね）で実施 

22 年度においては当初の予定通

り実施できたと考える。23 年度

においては、実施場所を志度保

育所から葭池保育園に移管し、

石田、たらちね両保育園と併せ

て 3園で実施する。 

26,472 24,006 

②地域で支

える子育て

環境の整備 

(1)病後児保

育、休日保育の

充実 

子育て支援

課 

病後児保育：高松市に委託し、

同市立はらこどもセンターで実

施             

休日保育：志度保育所で実施 

22 年度においては当初の予定通

り実施できたと考える。23 年度

においては、22 年度と同じ場所

で実施するとともに、病児・病

後児保育の市内施設での実施に

ついて検討する。 

1,164 1,200 

(2)子育てボラ

ンティア等の

情報提供と活

用促進  

子育て支援

課 

子育て家庭のサポートや各種イ

ベントにおける託児などを行っ

ている子育てボランティアグル

ープ 3団体に助成金を交付する

ことにより、その活動を支援し

た。 

22 年度においては当初の予定通

り実施できたと考える。23 年度

においても、子育てボランティ

アグループへの支援を22年度と

同内容で実施する。 

180 180 

(3)ゼロ歳児保

育の充実 

子育て支援

課 

市内外各保育所において生後お

おむね 3ヶ月以上の乳児延べ

140 名の保育を実施した。 

22 年度においては当初の予定通

り実施できたと考える。23 年度

においても、市内外各保育所に

おいて延べ 108 名（予定）の保

育を実施する。 
― ― 

(4)放課後児童

クラブの充実 

子育て支援

課 

志度・長尾放課後児童クラブ利

用者数 71 人以上のため、適正な

体制（1クラブ 40 人程度）を目

標とし、各第 1・第 2クラブに分

割し、計 9クラブにて実施した。

放課後児童指導員の子どもへの

情緒面の配慮や安全性の把握等

ができるようになった。 

平成 23 年度は、志度・鴨庄放課

後児童クラブの平成24年度以降

の移転について検討する。 

45,412 49,769 

(5)ファミリ

ー・サポートセ

ンター事業の

充実 

子育て支援

課 

さぬき市ファミリー・サポー

ト・センターを設置し、その運

営を市社協に委託した。また、

ひとり親家庭等（5件）に対し、

同センター利用料の一部（300

円/時間）を助成した。 

22 年度においては、当初の予定

通り実施できたと考える。23 年

度においても同センターの運営

を市社協に委託するとともに、

ひとり親家庭等への利用料の助

成も実施する。 

,731 3,918 

(6)障がい児の

学童保育の充

実 

子育て支援

課 

障害児を受け入れているクラブ

に障害専任の放課後指導員を配

置した。また当該指導員には、

障害に係る研修会を受講させ、

質の向上を図った。 

専任の放課後指導員を置くこと

により安定した学童保育が実施

できた。また、各種研修の伝達

により職員の資質向上が図れ

た。平成 23 年度も引き続き障害

児受入推進事業に努めていく。
― ― 

(7)こんにちは

赤ちゃん訪問

事業の充実 

子育て支援

課 

民生委員児童委員・主任児童委

員による家庭訪問を実施してい

る。支援の必要な家庭に対して

は、継続支援を行っている。 

96％の訪問率。 

訪問可能な世帯に対して、でき

る限りの家庭訪問をしていただ

けた。また必要なケースには民

生委員からの連絡により、国

保・健康課保健師と連携し支援

の提供に結びついている。 
479 480 

  国保・健康

課 

保健師・助産師・民生委員との

連恵を取り、新生児・乳児期に

おける家庭訪問の実施（実数 239

件） 

妊娠届け時や出生届時における

訪問の必要性を説明し、理解を

促し、全戸訪問を目標にする。

806 1,456 

福祉総務課 生後 4か月になる赤ちゃんのい

る家庭へ、市から委託を受けた

民生委員児童委員または主任児

童委員が訪問して、赤ちゃんの

誕生をお祝いし、子育てに役立

つ情報をお届けする。 

地区民児協の定例会で、訪問の

効果や子育てに関する悩みや不

安等についての情報交換を行う

ことによって、適切な相談及び

情報の提供ができるよう努め

る。 

― ― 
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(15)介護・介

助支援の促

進 

①男女がと

もに支えあ

う介護サー

ビスの整備 

(1)介護教室等

の実施 

介護保険課 家族介護教室 11 回開催 

（221 人参加） 

家族介護教室 12 回開催予定 

（220 人参加予定） 

100 300 

(2)地域包括支

援センター事

業の充実 

介護保険課 さぬき市地域包括支援センター

運営協議会 2 回開催（委員 21

名・女性 7 名）高齢者の身近な

相談機関として、その活動実態

等を広報媒体の活用や各種会議

での説明会を実施（3回）総合相

談 1,367 件（含む認知症に関す

る相談 248 件）認知症サポータ

ー養成講座 5回 

認知症の相談が多く、市民の認

知症に対する理解が大切と感

じ、「認知症サポーター養成講

座」を開始した。23 年度は「認

知症サポーター養成講座」の講

師役「キャラバン・メイト」を

養成する。 

108 136 

(3)家族介護支

援事業の充実 

介護保険課 介護者交流事業 6 回開催 

（104 人参加） 

介護者交流事業 6 回開催 

（120 人参加予定） 

899 1,200 

(4)介護予防サ

ポーターの養

成と活動支援 

介護保険課 介護予防サポーターの養成講座

1回開催（21 人修了） 

介護予防サポーターのフォロー

アップ研修会 39 回開催（289 人

参加） 

フォローアップ研修会を重ね、

介護予防サポーターによる自主

的な地区活動が徐々に広がりつ

つある。23 年度も研修会を継続

し、具体的な地区活動を開始、

継続できるよう支援する。 

453 798 

(5)介護施設・

介護保険サー

ビスの充実 

介護保険課 認知症対応型通所介護及び小規

模多機能型居宅介護の指定候補

者事業所を募集(候補者なし） 

認知症対応型通所介護及び小規

模多機能型居宅介護の指定候補

者事業所を募集 

― ― 

(16)地域活

動などへの

参画促進 

①男女共同

参画の視点

に立った地

域活動の推

進 

(1)市民との協

働による男女

共同参画推進

活動事業の推

進 

政策課 市民企画講座の実施 

（4団体・講座開催回数 15 回・

参加者のべ 552 人）  

市民企画啓発冊子の作成 

（１団体・300 冊・A5 版 64 ペー

ジ） 

どの団体も積極的に事業に取り

組み、地域における推進に効果

があったと思われる。平成 23 年

度も市民企画事業を募集する。

350 400 

(2)自治会活動

への女性参画

の促進 

生活環境課 実績なし 自治会活動への参加はそれなり

に行われていると考えられる

が、啓発に関しては実施が難し

い。 
― ― 

(3)自主防災組

織の育成 

総務課 実績なし 自主防災組織の組織率を向上さ

せるとともに、有事において男

女の別なく（ジェンダーにとら

われることなく）共助の力が効

果的に発揮できるような組織作

りを推進する。 
― 600 

(4)ボランティ

ア活動のネッ

トワークの拡

大、支援 

福祉総務課 5月をボランティア月間として

定め、第 3日曜日に「ぼらんて

ぃあ」まつりを開催した。 

 

ボランティアグループへ活動助

成金の交付を行い、各グループ

への指導及び助言を行った。 

 

全国及び県で開催されるボラン

ティア研修会や交流会に参加し

た。（Ｖ団体数：56 団体） 

減少傾向にあるボランティアグ

ループ数の増加を図り、平成 22

年度事業のより一層の展開を図

る。また、平成 24 年度に東讃地

区で開催予定の「香川ボランテ

ィア交流集会」に向けて、ボラ

ンティアグループの連携を図り

ながら準備を進める。目標Ｖ団

体数：60 団体 

― ― 

(5)男女共同参

画推進情報ス

ペースの整備

と活用 

政策課 整備環境について、利用者や男

女共同参画推進協議会員から意

見を聞いた。また、啓発活動に

役立つ情報（チラシ等）を配置

した。 

利用団体から一番多かった意見

が「空調をつけてほしい」であ

った。男女共同参画の活動拠点

と捉えるにはあまりに貧相で使

いづらい、とのことである。ハ

ード整備にはすぐには取り組め

ないが、利用団体のメリットと

なる情報等の配置の充実に積極

的に取り組みたい。 ― ― 

(6)高齢者学級

の活性化支援 

生涯学習課 各公民館で地域の高齢者を対象

に様々なテーマの講習会を行っ

た。（市内 5公民館で 8回実施）

多くの高齢者の参加があり、知

識の習得などが図られた。23 年

度も地域の高齢者を対象に継続

する。 

委託料

400 300 
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基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 
平成２２年度実績を振り返って

の感想及び平成２３年度の目標 

事業費  

２２年度

決算額 

（千円）

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

７ 

高
齢
者
や
障
が
い
者
が
安
心
し
て
暮
せ
る
社
会
の
実
現 

(17)保

健・医療・

福祉サー

ビスの充

実 

①保健、医療

体制の充実 

(1)男女が利用

しやすい医療体

制の整備 

市民病院 救急医療の継続、小児夜間急病診

察室の充実等、性別、年齢の区別

なく利用しやすい医療体制を構

築している。 

現在の施設では、建物の老朽化に

よる利便性の低下は否めないが、

今年度中に開院予定の新病院で

は、これまでの取り組みを継承し

つつハード面の充実を図る予定

である。 
― ― 

(2)医師に関す

る情報の提供な

ど、医療に関す

る相談業務の充

実 

市民病院 ホームページによる医師紹介に

加え、地域医療連携室を中心に市

民を対象とした「健康出前講座

（20 回）」「市民公開講座（6

回）」で、医師の講演を実施して

いる。 

平成 22 年度の取り組みを引き続

き実施するとともに、新病院で

は、「前方連携室」及び「後方連

携室」の相談業務専用室を設置

し、利便性の向上を図るものとし

ている。 
― ― 

②福祉サー

ビスの充実 

(1)福祉ボラン

ティア活動の支

援体制の確立 

福祉総務

課 

シニアライフ応援講座（男の料

理・木工工芸）・点字講座・ボラ

ンティアのためのパソコン講

座・傾聴講座など各種講座を開催

し、ボランティアの育成を行っ

た。 

 

防災ボランティア研修を自主防

災結成自治会を対象に 2会場で

実施した。 

 

 シニアライフ応援講座 

  男の料理：年 4回 

  木工工芸：年 3回 

 点字講座 

  中級コース：年 11 回 

  実践コース：年 5回 

 ＰＣ講座：年 9回 

 傾聴講座：年 3回 

平成 22 年度の講座についてレベ

ルアップを図るとともに、ボラン

ティア講座修了後も継続して学

習できる機会と受講者が情報交

換できる「交流会」を設け、継続

的にボランティア活動ができる

ように支援を行う。 

 

 シニアライフ応援講座 

  男の料理：年 4回 

  木工工芸：年 3回 

 要約筆記講座：年 10 回 

 

 交流会の実施 

  点字講座・ＰＣ講座・ 

傾聴講座修了者 

― ― 

(2)地域におけ

る見守り・支援

活動の促進 

福祉総務

課 

地域福祉推進委員を中心として、

情報交換、協力体制を築き、小地

域見守り活動（子どもからお年寄

りまでの見守り活動）など、各地

区及び各地的いきいきネットと

して事業展開を図った。また、各

地区で福祉委員研修会を開催し、

民生委員との意識の共有を図り、

市や社協などと連携して問題解

決に取り組んだ。 

平成 23 年度は、引き続き、小地

域の見守り活動を、地域福祉推進

委員を中心として展開し、地域の

問題解決に向けて取り組み、子ど

もからお年寄りまで安心して暮

らせる地域づくりを目指す。ま

た、さぬき市いきいきネットの新

規見守り活動の一環事業として、

１人暮らし高齢者世帯等家具転

倒防止用具設置事業を実施予定

し、地震による家具の転倒による

人的被害の軽減を図る。 ― ― 

(18)高齢

者への支

援 

①自立・生き

がい支援の

充実 

(1)老人クラブ

活動など高齢者

の地域活動の活

性化支援 

長寿障害

福祉課 

研修会やスポーツ大会等を通じ

て高齢者の意識改革を図りなが

ら老人クラブ活動を展開した。

老人クラブ会員数 7,039 人 

老人クラブの会員数が減少傾向

にあるため、魅力ある老人クラブ

作りに取り組み、様々な場面とら

えて意識の改革を図りたい。 
7,265 6,781 

(2)介護保険制

度についての周

知・理解促進 

介護保険

課 

「よくわかる介護保険」配布 制度改正（平成 24 年 4 月 1日）

に基づきパンフレット作成及び

広報等による周知 
― ― 

(3)公的年金制

度についての周

知・理解促進 

国保・健康

課 

実績なし ― 

― ― 

(19)障が

い者への

支援 

①ノーマラ

イゼーショ

ンの理念に

基づいた社

会への参画 

(1)障がい者を

地域全体で支え

るしくみ作り 

長寿障害

福祉課 

障害者団体の自主的な活動を支

援した。心のバリアフリーの拡充

を図る講演会を開催した。参加者

140 人 

障害者団体の自主的な活動を継

続して支援し、心のバリアフリー

を図る講演会も継続して開催す

る。障害者を地域で支えるボラン

ティア養成講座を開催する。 ― ― 

(2)障がい者の

就労機会の拡大 

長寿障害

福祉課 

大川圏域地域自立支援協議会に

て障害者の就労についての会議

を開催(月 2回)し、企業訪問を行

なった。新たな雇用機会の創設を

目的としてさぬき市障害者就労

継続支援B型事業所4か所に職員

を配置した。 

大川圏域地域自立支援協議会の

ネットワークの拡充と組織の一

層の活性化により、適切な訓練、

援助により本人の意向と適正に

応じた雇用機会を確保する。ま

た、県やハローワークとの連携を

深める。継続してさぬき市障害者

就労継続支援 B型事業所 4か所に

雇用機会創設の職員を配置する。
6,816 7,060 
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(3)障がい者が

受診しやすい情

報発信の推進 

長寿障害

福祉課 

各種団体の会合にて情報の提供。

広報誌への掲載や市窓口へパン

フレットを配置し、情報発信に努

めた。 

平成 22 年度と同様に情報発信に

努める。 

― ― 

(4)障がい者を

支援する相談体

制の充実 

長寿障害

福祉課 

さぬき市福祉事務所に相談支援

窓口を開設した。 

（身体、知的、精神）月、水、金

（手話通訳者の配置）月 

さぬき市福祉事務所への相談窓

口の開設を行う。相談体制のさら

なる拡充が求められていること

から、基幹相談支援センターの開

設についての協議を行う。県から

委嘱された知的障害者相談員の

周知を図る。 
11,827 11,992 

 
 

基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 
平成２２年度実績を振り返って

の感想及び平成２３年度の目標 

事業費  

２２年度

決算額 

（千円）

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

８ 

あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶 

(20)暴力

を許さな

い意識と

環境づく

り 

①暴力の防

止に関する

法律の周知 

(1)啓発パンフ

レット等の配布

政策課 暴力相談ナビカード、チラシを、

本庁・各支所・出張所・パネル展

等で配布 

特に、相談先の周知をこまめに行

いたい。 

― ― 

子育て支

援課 

相談カードの配布 昨年度は、カードの配布が１度だ

けにとどまったので、今年度は啓

発グッズを作成し、啓発活動に力

を入れたい。 27 340 

(2)暴力の防止

に関する法律や

制度の周知 

政策課 パンフレットの配布やポスター

掲示を通して、相談窓口の連絡先

を周知 

特に、相談先の周知をこまめに行

いたい。 

― ― 

子育て支

援課 

実績なし ― 

― ― 

②ドメステ

ィック・バイ

オレンスへ

の対応と認

識の高揚 

(1)ドメスティ

ック・バイオレ

ンスを防ぐため

の意識啓発 

政策課 パンフレットの配布やポスター

掲示、広報紙を通して、DV 被害

とその対策についての意識啓発

に努めた。 

相談先の周知をこまめに行うと

ともに、23 年度は、子育て支援課

と協力しながら、啓発活動に取り

組みたい。 
― ― 

(2)地域・医療関

係・警察・県な

どとの連携によ

る連絡・救済体

制の充実 

政策課 実績なし 子育て支援課と情報交換しなが

らよりよい連携を模索していき

たい。 ― ― 

子育て支

援課 

警察、香川県子ども女性相談セン

ター等への連携を密にし、協力体

制の充実を図る。 

今年度は、相談件数が増えると思

われるので、よりいっそうの連携

を持ち取り組む。 ― ― 

市民課 住民基本台帳事務における支援

措置を行うため、家庭児童相談

室、警察等の関係機関と連携を図

った。（平成 22 年度中における

支援措置対象者数：24 名） 

 

住民基本台帳事務における支援

措置申出者の保護のため、関係機

関と連携を行った。平成 23 年度

においても情報の厳重な管理に

努める。 

― ― 

(3)シェルター

に関する情報の

管理 

子育て支

援課 

香川県子ども女性相談センター

と連携し、被害者の安全を守るた

めに一時保護施設についての情

報管理を行う。（被害者のみに情

報提供を行う） 

 

22 年度同様、適切なケースに適切

な内容の情報提供・支援ができる

ようにする。一時保護施設につい

ての情報管理を慎重に行う。 

― ― 

(4)被害者から

の相談実績の把

握・分析 

子育て支

援課 

DV に関しての相談実績（実人員 4

件、延べ件数 10 件）。助言指導

2件、他機関紹介 2件。 

昨年度は相談実績が少なかった

が、今年度は啓発により相談件数

が伸びると考えられる。 

― ― 

③児童虐待

の予防・対策

の充実 

(1)虐待予防の

ための研修や教

育の支援 

子育て支

援課 

さぬき市児童対策地域協議会に

おいて、研修会を 2回実施。 

今年度も、さぬき市児童対策地域

協議会において研修会を実施し、

虐待予防の視点で関われるよう

取り組む。 
20 40 

(2)児童虐待の

予防と早期発見

に向けたガイド

ラインの作成、

周知 

子育て支

援課 

予防と早期発見に向け、ケーブル

テレビ文字放送・市広報での周

知、リーフレット・チラシ・相談

カードの配布等を行っている。 

今年度は啓発事業を強化し、子ど

もから大人を対象にした虐待予

防に取り組む。 

96 1,215 

(3)関係機関と

の連携によるネ

ットワークの構

築 

子育て支

援課 

さぬき市児童対策地域協議会の

設置。代表者会・実務者会・個別

ケース検討会を実施し、関係機関

が連携を持ち児童虐待対応にあ

たっている。 

昨年度と同様、さぬき市児童対策

地域協議会の活動を活発化し、地

域の連携で虐待の見守り体制・支

援体制を充実する。 

20 40 
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④高齢者に

対する虐待

の予防・対策

の充実 

(1)高齢者虐待

の早期発見と予

防の啓発 

介護保険

課 

今年度より、高齢者の虐待防止、

虐待を受けた高齢者や養護者へ

速やかで適切な支援を行うこと

を目的に、「さぬき市高齢者虐待

防止・対応マニュアル」を運用し

ている。また、介護支援専門員や

民生委員等を対象とし、高齢者虐

待防止に関する研修会を実施し

た。また、啓発活動として、年 2

回広報に高齢者虐待に関する内

容を掲載した。 

高齢者虐待の問題の深刻化を防

ぐためには早期発見が大切であ

る。予防や早期発見を目的とした

研修会を今年度も実施し、広報で

も呼びかけを行うことで、地域で

高齢者の権利を護っていけるよ

うに支援していきたい。 

50 30 

(2)関係機関と

の連携強化 

長寿障害

福祉課 

介護保険課地域包括支援センタ

ーからの高齢者虐待のケース会

議に出席し、福祉事務所各課や、

民正委員、介護施設との連携に努

めた。 

介護保険課地域包括支援センタ

ーからの高齢者虐待のケース会

議に出席し、関係者との一層の連

携に努める。また、虐待の早期発

見についての協議も深める。 ― ― 

介護保険

課 

関係機関等との連携強化、虐待の

早期発見・早期対応等を目的とし

た「さぬき市高齢者虐待防止ネッ

トワーク会議」を年 2回開催し

た。 

高齢者虐待の事案は複数の要因

が混在しており問題は深刻化し

ていると思われる。予防・発見・

対応の各段階で迅速で適切な支

援を行うためには、関係機関との

連携は不可欠である。今後もスム

ーズに関係機関との連携が図れ

るよう「さぬき市高齢者虐待防止

ネットワーク会議」の開催を始

め、協力体制を整備していきた

い。 60 88 

⑤セクシュ

アル・ハラス

メント等へ

の対応と認

識の高揚 

(1)セクシュア

ルハラスメント

及びパワーハラ

スメントを防ぐ

ための意識啓発 

政策課 パンフレットの配布。参考資料

を、関係各課に送付。 

特に、秘書広報課と情報交換しな

がら意識啓発に努めていきたい。

― ― 

(2)学校におけ

るセクシュア

ル・ハラスメン

ト及びパワー・

ハラスメントを

防ぐための教職

員研修会の実施 

学校教育

課 

6 月 4 日、7月 7日、10 月 7 日､12

月 8 日（4回）の園長・校長会で、

教職員に対するｾｸﾊﾗ、ﾊﾟﾜﾊﾗ防止

の研修啓発を行った。 

各幼・小・中学校長 30 名程度の

参加者対象 

年に 7～8回開催される園長・校

長会の機会を捉えて、国、県、報

道関係から提供される資料をも

とに研修・啓発を行ってきた。今

年度も同様に啓発活動を行い、所

属長を中心に良好な職場環境の

整備に努めていく。 ― ― 

⑥加害者へ

の対策 

(1)加害者に対

する抑止支援方

策についての情

報収集 

子育て支

援課 

実績なし 担当者会議等により、加害者に対

する対策について知識を得る。 

― ― 

(21)被害

者への支

援 

①被害者の

保護・自立支

援・相談体制

の充実 

(1)被害者のた

めの相談業務の

充実 

子育て支

援課 

相談員の設置をし、相談に対応。

市広報での相談窓口の啓発、相談

専用電話の設置、相談カードの配

布などを実施 

相談員の設置の継続。相談者に対

して適切な助言ができるよう、相

談員の資質向上を目指す。 

2,080 2,240 

介護保険

課 

電話での相談のほか、必要に応じ

て自宅訪問を行い、被害者と面接

をして相談業務を行い、関係機関

と連携しながら支援や介入を行

った。 

高齢者虐待の相談は被害者だけ

でなく、関係機関や地域の方から

も寄せられている。早期に発見

し、ケースに応じた対応を行うこ

とが重要である。高齢者虐待の相

談窓口として地域包括支援セン

ターが設置されていることを、広

く地域に周知する、また、介護支

援専門員や民生委員等高齢者と

関わる機会が多い関係者に周知

し、地域とのネットワークを構築

したい。 ― ― 

(2)相談窓口に

関する情報の収

集、提供 

政策課 パンフレットの配布やポスター

掲示を通して、相談窓口の連絡先

を周知 

子育て支援課と情報交換しなが

ら尽力していきたい。 

― ― 

(3)相談業務担

当者への研修機

会の充実 

子育て支

援課 

県等の実施する研修会への参加 相談員の設置の継続。相談者に対

して適切な助言ができるよう、相

談員の資質向上を目指す。 ― ― 

介護保険

課 

高齢者虐待対応専門職チームが

実施している事例検討会や研修

会に参加し、相談技術や対応の具

体的な流れについて学んだり、高

齢者虐待防止に関する研修を開

催し、相談業務担当者にも参加い

ただいた。 

被害者の権利を護るために、必要

であったり考えられる支援につ

いて、知識を習得するだけでな

く、担当者の相談技術の向上は重

要である。地域包括支援センター

職員への研修や高齢者と身近に

関わる関係機関・関係職種を対象

とした研修を開催し、相談業務担

当者への研修機会の充実を図り

たい。 ― ― 
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基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 
平成２２年度実績を振り返って

の感想及び平成２３年度の目標 

事業費  

２２年度

決算額 

（千円）

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

９ 

生
涯
に
わ
た
る
健
康
づ
く
り 

(22)安心

して暮せ

る社会支

援 

①年齢・生活

様式に応じ

た健康づく

り支援 

(1)地域、家庭に

おけるメンタル

ヘルスの推進 

国保・健康

課 

心の健康づくり事業健康教育の

実施 

○親と子のふれあい健康教室を

開催（22 年 11 月）23 人 

○心の健康づくり講演会（自殺予

防）を開催（22 年 9 月）22 人 

○心の健康講演会（うつ予防）を

開催（23 年 1 月）87 人 

講演会での啓発とともに、広報な

どを活用し、心の健康や自殺予防

について広く啓蒙啓発する。 

45 70 

(2)健康づくり

教室の開催 

国保・健康

課 

○予備群リセットセミナーを 3

日間コースで開催（22 年 10～11

月、11～12 月）54 人延 110 人 

○からだめぐり教室を 5日間コ

ースで開催（22 年 6～8月、9～

11 月、12～2 月）53 人延 226 人

○からだ改善教室を 14 回コース

で開催（22 年 8～11 月、12～3

月）15 人延 162 人 

22 年度は、開催場所やコース内容

の見直し工夫をした。今後も、さ

ぬき市の健診での要指導割合の

高い項目に焦点をあてた体験型

の講座を継続していく。 

311 901 

(3)生活習慣病

の予防に関する

情報提供 

国保・健康

課 

国保・健康課の窓口や保健センタ

ー、検診実施場所で資料提供の場

を設置し、啓発ポスター掲示し

た。 

今後も色々な機会をとらえ、情報

提供に努める。 

48 41 

(4)基本健康診

査の推進 

国保・健康

課 

実績なし ― 

― ― 

②薬物・喫

煙・飲酒の健

康被害に関

する教育 

(1)喫煙、飲酒、

薬物など健康被

害に関する情報

の提供 

国保・健康

課 

○保健センター・庁舎等の窓口で

資料提供の場を設置、ポスター掲

示。 

○薬物乱用防止推進委員による

キャンペーン、チラシ・パンフレ

ットの配布等で啓発活動を実施

（22 年度 5回） 

○ポスター掲示、啓発パンフレッ

ト等の資料提供の場を設置 

禁煙に対する意識が定着しつつ

あるため、継続していく。    

薬物の乱用による危害を周知し、

その認識を高められるよう、情報

提供に努める。 

― ― 

（23）リプ

ロダクテ

ィブ・ヘル

ス／ライ

ツ（性と生

殖に関す

る健康と

権利）の確

立と支援 

①生命と性

を尊重する

啓発、教育の

推進 

(1)生命と性を

尊重する意識の

啓発や教育の推

進 

学校教育

課 

国、県、ＮＰＯ法人等から送付さ

れるいじめや自殺防止等のパン

フレットを各小・中学校に配布し

た。 

 

学校訪問時に指導主事が、学校で

の飼育栽培活動等を通して生命

を尊重する教育等の指導を行っ

た。 

生命尊重の教育には、家庭や学校

での日々の積み重ねの重要性を

感じる。今年度も国や県から送付

されるパンフレット等を配布す

る。また学校訪問等を利用して、

それらを積極的に活用するなど

道徳活動や人権教育活動の中で

生命尊重の大切さを培う授業を

行うよう指導していく。 
― ― 

(2)中学生と乳

幼児とのふれあ

いの機会の充実 

国保・健康

課 

中学校と連携して、赤ちゃんふれ

あい体験学習を実施（津田中学校

生徒・2回実施） 

継続実施し、より効果の高い体験

学習の機会となるよう事前学習

の充実などを図る。 

7 7 

②家庭教育

における性

の尊重 

(1)家庭での性

指導などに関す

る保護者への教

育・指導の充実 

学校教育

課 

市の独自の事業として「心の教室

相談員」9名を委嘱し、児童生徒

だけでなく、必要に応じて教職員

や保護者の相談等に対応した。 

 

市内 6中学校、11 小学校で年間

を通して（小学校週 1回、中学校

週 3回）の相談事業を実施した。

思春期を迎え、精神的、肉体的に

過渡期を迎えた子供たちに寄り

添い、教員や保護者とは違った立

場で相談に応じたり、また学校や

家庭と連携をとりながら問題解

決の手がかりを探るなど効果的

な事業であった。今年度について

は相談員の研修会等を行うなど、

さらに充実した事業内容で継続

していく。 
2,730 2,730 

生涯学習

課 

実績なし 実施見込みなし 

― ― 

(2)思春期・更年

期・妊娠・家族

計画等の情報の

収集と提供 

国保・健康

課 

国や県よりリーフレット等の提

供があれば、配布または資料提供

の場を設置する。 

今後も情報提供に努める。 

― ― 
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（24）女性

の生涯に

わたる健

康支援 

①母と子の

健康保持 

(1)マタニティ

教育への男性の

参加促進 

国保・健康

課 

父母を対象としたマタニティ教

室の開催（平成22年度12回開催）

父の参加割合も増加傾向にある

ので、父母ともに満足度の高い教

育内容や参加型の教室運営を行

う。 63 62 

(2)周産期医

療・母子保健医

療の充実 

国保・健康

課 

国や県よりリーフレット等の提

供があれば、配布または資料提供

の場を設置する。 

今後も情報提供に努める。 

― ― 

(3)事業者・男性

への母性保護の

重要性の啓発 

国保・健康

課 

国や県よりリーフレット等の提

供があれば、配布または資料提供

の場を設置する。 

今後も情報提供に努める。 

― ― 

②女性の健

康対策 

(1)女性の健康

教育・相談の実

施 

国保・健康

課 

保健センター等で健康相談を実

施（平成22年度33回542人実施）

 

子宮頸がんワクチンの接種によ

り、各中学校と地域において健康

教育を開催。（平成 22 年度 12

回のべ 1,306 人） 

今後も機会を生かし、広く女性の

健康について、健康相談・健康教

育を実施する。 

391 337 

(2)女性専門外

来の設置   

市民病院 実績なし 建設工事の影響で具体的協議が

中断しているものの、新病院の運

用が安定する時期を待って、診療

に係る内部委員会等を活用し、協

議を再開する予定である。なお、

新病院では各科外来に配置した

予備診察室等により、女性専門外

来の設置に対応するものとする。
― ― 

（25）男性

の心身の

健康支援 

①男性の健

康対策 

(1)男性特有の

病気に関する検

診など予防対策

の推進 

国保・健康

課 

前立腺がん検診を実施（平成 22

年度 1,300 人） 

 

腹部超音波検査を人間ドック受

診者に実施（平成 22 年度 884 人）

前立腺がん検診の受診者は、増加

傾向にある。今後も予防対策の推

進を図る。 

749 1,080 

(2)健康に関す

る知識の習得と

男性料理教室の

開催            

国保・健康

課 

食生活改善推進協議会（補助金交

付団体）が主体となり、男性料理

教室を実施する。志度 10 回、津

田 10 回、大川 10 回（平成 22 年

度受講者数 500 人） 

家庭で活かせると受講者も多い。

自立した健康な男性が増えるよ

う教室を継続する。 

― ― 

（26）職場

における

健康支援 

①職場にお

ける健康対

策 

(1)企業への労

働者の健康管理

に関する啓発・

指導 

商工観光

課 

実績なし 平成 23 年度も予定なし 

― ― 

 
 

基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 
平成２２年度実績を振り返って

の感想及び平成２３年度の目標 

事業費  

２２年度

決算額 

（千円）

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

１
０ 

啓
発
や
相
談
・
救
済
体
制
の
充
実 

(27)啓発、

相談の支

援体制の

整備 

①男女共同

参画に関す

る啓発活動

の支援 

(1)活動・情報発

信の拠点機能の

充実に関する検

討 

政策課 男女共同参画推進情報スペース

の環境について、利用者及び男女

共同参画推進協議会員から意見

を聞いた。 

一番多かった意見が「空調をつけ

てほしい」であった。男女共同参

画の活動拠点とするにはあまり

に貧相、とのことである。 
― ― 

②相談支援

体制の整備 

(1)相談窓口に

関する情報の収

集、提供 

政策課 パンフレットの配布やポスター

掲示を通して、相談窓口の連絡先

を周知 

あらゆる機会を利用して、市・

県・国の相談窓口を積極的に周知

していきたい。 
― ― 

(2)男女共同参

画の視点での各

種相談活動の推

進と各関係機関

との連携・協力 

政策課 実績なし 子育て支援課（DV 関係）秘書広報

課（セクハラ・パワハラ関係）と

情報交換しながら相談窓口の周

知徹底等に努めていきたい。 
― ― 

(3)人権擁護委

員、民生委員児

童委員などによ

る地域における

相談体制の充実 

人権推進

課 

人権相談の回数  42 回    

人権相談の件数  11 件    

街頭キャンペーン 3 回   

体制には問題は無いと思うが、件

数が少ないのでＰＲに努める。 

80 80 

福祉総務

課 

市民のあらゆる問題に対応、又は

関係機関に橋渡しをするために、

民生委員の協力を得て、心配ごと

相談事業の展開を図った。また､

相談員としての専門知識や技術

の向上を図ることを目的として

研修会を開催した。 

  開催回数：84 回 

  相談件数：31 件 

民生委員の協力を得て実施して

いる心配ごと相談事業について

は、相談件数が年々減少してい

る。今後については、日頃の民生

委員活動（地域見守り活動）を通

して、問題の把握や関係機関への

橋渡しを行う。また、市（包括支

援センター）、社協及び地域の福

祉委員などと連携を図り、問題解

決に向けて取り組む。 
― ― 
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基

本 

施

策 

施策の柱 施策の内容 具体的取組 担当課 平成２２年度の実績 
平成２２年度実績を振り返って

の感想及び平成２３年度の目標 

事業費  

２２年度

決算額 

（千円）

事業費  

２３年度 

予算額 

（千円） 

１
１ 

プ
ラ
ン
の
推
進
・
評
価
体
制
の
整
備 

(28)推進

の制度・組

織の整備 

①市民・事業

者・行政の連

携 

(1)男女共同参

画に関する条例

の 制 定 及 び 普

及・啓発 

政策課 パネル展での条例の掲示、条例の

基本理念を意識した男女共同参

画セミナーの開催及び啓発冊子

の作成 

条例制定を周知するだけではな

く、第 3条に掲げている基本理念

を広げるための啓発活動を行っ

た。平成 23 年度も条例を活用し

た活動を続けていきたい。 
― ― 

(2)男女共同参

画 推 進 員 制 度

（仮称）の創設 

  

政策課 実績なし 男女共同参画推進協議会委員及

び本市選出のかがわ男女共同参

画推進員が事業の実施に大きく

関わっているので、継続させた

い。 
― ― 

(3)国・県及び市

民団体等との連

携強化 

政策課 県主催の会議、国主催の第３次男

女共同参画基本計画説明会及び

本市で男女共同参画の推進活動

をしている市民団体の総会への

出席 

各種会合における情報交換や事

業の共同実施などを通じて、連携

を強めていきたい。 

― ― 

②庁内推進

体制の充実 

(1)本プラン全

体の総括と課題

の抽出 

政策課 実績なし まずは、平成 22 年度の進捗状況

調査の結果に注目したい。 

― ― 

(2)男女共同参

画推進本部機能

の充実 

政策課 実績なし 平成 22 年度の進捗状況調査結果

を報告し、意見をいただく。 

― ― 

(29)点

検・評価の

仕組みの

整備 

①男女共同

参画推進協

議会による

点検・評価 

(1)男女共同参

画推進協議会の

活用 

政策課 年 4回の協議会での議論だけで

はなく、男女共同参画週間パネル

展、講演会、セミナーでは、スタ

ッフとして協力いただいた。 

各種事業の開催当日のスタッフ

として尽力いただいた。また、協

議会において事業の総括を行い、

本市の課題等について協議を行

った。平成 23 年度も継続したい。

― ― 

(2)本プランの

進捗状況の調査

と点検・評価の

実施 

政策課 男女共同参画推進協議会におい

て、進捗状況調査票の様式等につ

いて協議した。 

平成 23 年度は、平成 22 年度の進

捗状況調査の結果を協議会で議

論する。 

― ― 
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「さぬき市男女共同参画プラン後期計画」基本施策に係る各目標の進行状況 
 
 
 
 
１ 男女共同参画の視点での社会制度・慣行の見直し 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

「社会全体における男女の平等感」

について「平等」とする市民の割合

を増やします。 
政策課 １５．８％ － ２５．８％ 

 
 
２ 男女平等の視点に立った教育・学習の充実 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

男女共同参画に関する生涯学習講

座を開催します。 
生涯学習課 ２回／年 ２回／年 ３回以上／年 

「地域社会における男女の平等感」

について「平等」とする中学生の割

合を増やします。 

政策課 ５２．２％ － ６２．２％ 

 
 
３ 男女の人権が尊重される社会の実現 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

固定的役割分担意識をなくし男女

の人権を尊重する啓発パンフレッ

トを作成し、普及を促進します。 

政策課 未 
作成          

「自分らしく生きる ぼちぼち読本」（啓発冊子）
作成・運用 

人権推進課 未 
作成          

「みんなでしあわせづくり」（人権全般） 
作成・運用 

男女の人権尊重をテーマとした学

習講座を開催します。 
人権推進課 １回／年 未 ２回以上／年 

 
 
４ 政策方針決定過程の場への女性の参画拡大 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

行政機関、付属機関等に占める女性

の割合を増やします。 
政策課 ２７．２％ ２３．６％ ３２．２％ 

市職員の女性管理職の割合を増や

します。 
秘書広報課 ４．８％ ４．８％ １０％ 

 
 
５ 多様な働き方を実現するためのしくみづくり 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）の実現に向けた講座

を開催します。 

政策課 未 １回／年（講演会） １回以上／年 

家族経営協定の締結戸数を増やし

ます。 
農業委員会事務局 ２０戸 ２３戸 ３０戸 
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６ 家庭や地域生活における男女共同参画の推進 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

育児・介護に関する講座を定期的に

開催します。 

子育て支援課 未 ３回／年 １回以上／年 

介護保険課 未 

 

１９回／年 
 

・家族介護教室:11 回開催 

・介護者交流事業:6 回開催 

・介護予防サポーターの養成講座:1 回開催 

・高齢者虐待防止に関する研修会:1 回開催 

 

１回以上／年 

ファミリー・サポートセンターの登

録会員数を増やします。 
子育て支援課 １０２人 ２１５人 ３００人 

 
 
７ 高齢者や障がい者が安心して暮せる社会の実現 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

「高齢者が安心して暮らせる条件」

について「満足できる」「やや満足

できる」とする市民の割合を増やし

ます。 

政策課 ２７．６％ － ３７．６％ 

 
 
８ あらゆる暴力の根絶 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

あらゆる暴力の防止に関する啓発

パンフレット・リーフレットを配布

します。 

政策課 １回／年 ３回／年 ２回以上／年 

子育て支援課 １回／年 １回／年 ２回以上／年 

相談・カウンセリングの窓口に関す

る情報を収集し、発信します。 
政策課 １回／年 ３回／年 ２回以上／年 

 
 
９ 生涯にわたる健康づくり 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

マタニティ教室への男性の参加率

を増やします。 
国保・健康課 ４．０％ １０．６％ １０％ 

 
 
10 啓発や相談・救済体制の充実 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

市民の相談に関わる立場の人を対

象に男女共同参画についての研修

会を開催します。 

政策課 １回／年 未 １回以上／年 

 
 
11 プランの推進・評価体制の整備 

項   目 担 当 課 
現 状 値 

（平成 20 年度） 
平成 22 年度 

目 標 値 

（平成 25 年度） 

男女共同参画プランの進捗状況を

点検・評価する体制をつくります。 
政策課 未 未 設置 

 
 
 



 

さぬき市男女共同参画プラン後期計画 

推進施策の実施状況及び基本施策に係る各目標の進行状況 

（平成２２年度） 

さぬき市総務部政策課 

〒７６９－２１９５ 

さぬき市志度５３８５番地８ 

ＴＥＬ ０８７－８９４－１１１２ 

ＦＡＸ ０８７－８９４－４４４０ 

E-mail  seisaku@city.sanuki.lg.jp 
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